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2. ２章でおこななった共同居住 27 事例の調査からは、共用空間の単独使用が、居住
者相互の共同使用を導いていること、食事を共にするなどの居住者交流が共同使用
を導いていることなどの使用の背景因子が明らかにしており、共同居住の運営手法
を検討するうえでの有用性のある知見が導かれている。 
3. 高齢者グループリビングの事例からは、最低限度の保証すべき生活の質ではなく、
理想としての生活の質が示されている。高齢者の居住について、社会保障という観
点ではなく、個人の自由闊達な生活を謳歌するという観点で論じている点において、
独自性を見出せる。また、流動性、居住者保護を確保したうえで、一代限りの運営
を許容し、個性豊かな共同居住を育むとした今後の展開のありかたも、この点から
妥当性のあるものと評価できる。 
4. 居住者の加齢への対応という観点では、単独、共同それぞれの意思決定の方法を採
用する事例ともに、長期居住を背景に、比較的若い高齢者はより年配の高齢者を助
け、加齢後は助けられる立場になるという、順送りの世代間扶助の仕組みを見出し
ており、これまで論じられてこなかった新たな知見である。 
５. 少ない事例からの知見ではあるが、現時点での共同居住にむけた提言としてまと
め、高齢者の共同居住の現場へ知見を還元しており、実践的な点が評価できる。 
 
 本論文は、 質的研究方法を用いて、共同居住の実態把握、分析を通じて、高齢者の
共同居住に適合した住宅の運営手法を明らかにしており、これからの共同居住の計画と
運営を考えるうえで、学術上、実際上寄与するところが少なくない。よって、本論文は
博士（工学）の学位論文として価値あるものと認める。また、平成２８年６月１６日、
論文内容とそれに関連した事項について試問をおこなって、申請者が博士後期課程学位
取得基準を満たしていることを確認し、合格と認めた。 
 
 
